
  年  月  日 

第２号様式（第５条関係） 

※要件の種類  □中小企業等に就職 □専門人材 ☑テレワークを前提とした転入 

 

就 業 証 明 書 
 

年  月  日 

 千歳市長 様 

                 所 在 地 東京都〇〇〇 

事業者名 （株）〇〇〇               

代表者名 〇〇 〇〇      社判 

電話番号 0000-0000 

 

 次のとおり相違ないことを証明します。 

 

被 雇 用 者 氏 名 千歳 太郎 

被 雇 用 者 住 所 北海道千歳市〇〇〇 

勤 務 地 東京都〇〇〇 

就 業 年 月 日 〇〇年〇〇月〇〇日 

求 人 応 募 

受 付 年 月 日 

 

雇 用 形 態 
期間の定めのない労働契約に基づく就業であって、当該就業に係る一週間

の所定労働時間が２０時間以上である。 

※中小企業等に就職の場合 

 

被雇用者と代表者、 
取締役その他の経営 
を担う職に就いてい 
る者との関係    

 

※専門人材として就職の 

場合 

 

利用した事業の種 
 

類と雇用した前提 

 

目的達成後に離職することが前提ではない。 

※テレワークを前提とした 

転入の場合 

 

転入の理由 

就業先等からの命令（転勤、出向、出張、研修等を含む。） 

ではない。 

※テレワークを前提とした 

転入の場合 

 

テレワーク交付金 

被雇用者にデジタル田園都市国家構想交付金（デジタル実装タイプ

（地方創生テレワーク型））又はその前歴事業による資金提供をして

いない。 

 

 

 

 

 

 

３親等内の親族に該当しない。 

□プロフェッショナル人材事業 □先導的人材マッチング事業 


